
電話

Ⅰ 第 ７ 章
1 節
2 施策

① ② ③

a b
c d
e f

市民主体のまちづくり
コミュニティ活動の支援

担当部課名

主要事業計画対象の有無

市民生活

４　評価指標

実   績

〔金額単位：千円〕

平成14年度

指　標　②
指　標　③

実   績

事業開始年度
１ 総合計画における位置づけ

17120

政  策  名

事務事業名 事業コード

個性豊かなコミュティづくりを進めます

5,1275,556

0.2人 0.2人

3,443

1,684

3,872

1,684

5,394 5,388 5,415

1,684

3,731

1,684

3,710 3,704

0.2人 0.2人

指標式

指標名

用地 ９件（旭自治会171㎡、高根二丁目自治会114
㎡、若葉・きずき自治会249㎡、相武台前町内会自治
会398㎡、上庭自治会143㎡、横山１丁目自治会62㎡、
相原当麻田自治会376㎡、東第2自治会320㎡、淵一自
治会47㎡）1,031千円　　　　　建物７件（清新仲町
自治会80㎡、御園五丁目自治会40㎡、御園西自治会41
㎡、氷川町自治会30㎡、御園みゆき台自治会50㎡、中
央6丁目自治会49㎡、旭ヶ丘クラブ72㎡）2,700千円

　市民の多様なコミュニティ活動を推進するため、自治会員等の活動拠点である自治
会集会所の賃借料補助を行う。

自治会

対象
数

（３）平成13年度事業の内容

計画年次 年度

なし

基本施策名
施  策  名

第
第

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
３ 事業概要
（１）事業の目的

指　標　①

５ 目標と実績

指標設定
の意図

目   標
平成11年度

特　定　財　源

決算（予算）額

合　　計

人員・時間数
人　件　費

その他経費

事
　
業
　
費

〔様式　１〕

　　　（　　）

事 務 事 業 評 価 表

平成１４年度

平成13年度（評価対象年度）平成12年度

1,684
0.2人

実   績 目   標

（５）個別計画の概要

（４）総合計画･実施計画における概要   

自治会集会所賃借料助成事業

自治会等集会所賃借料補助金交付要綱

年度

市内434自治会

計 画 名
　年度～　

課

5

市民部

有



 
2

  ③ e
  f

1

1

1

1

1

あ　る

な　い

あ　る

な　い

2

自治会集会所の賃借料は、定額でない
ためコスト改善の余地はない。

見　直　し

廃     止

完     了

８二次評価における変更点

説明

　市民の多様なコミュニティ活動を推進するため、自治会員等の活動拠点である
自治会集会所の建設、取得支援を間接的に行う本事業は、「市民との協働」とい
う側面からもその有効性が波及すると考えられます。したがって、この事業の重要
性はさらに増加するといえます。

②  c
 d

6

市民に対する、地域住民活動の支援のため､代替の可能性がない。

×100= ×100=

（４）事業の代替性・・・県、民間との役割分担のあり方から見て、市が実施していくことが適当か

市民による多様なコミュニティ活動は、これからもますます重要視されるため､その
拠点整備である集会所賃借料補助も建設補助と同様に重要性が高まる。

コスト改善余地

６　個別評価

（２）必要性･･･時代変化に適応した事業内容か

（１）達成度･･･目標をどれだけ達成したか

評 価

①  a
b

  
 

 
 

評 価

（６）有効性･･･当該事業は上位の施策を実現する上で有効か

自治会集会所の取得により、地域コミュニティ活動が活発化した。評 価

Ａ：代替の可能性ない

Ｂ：代替の可能性低い

他自治
体の類
似事業
との比
較

  

評 価

今後の進め方

継　    続

★ ★ ★ ★ ☆

７ 総合評価

Ａ：満足できる

Ａ：有効である

Ｂ：一部満足できない

理由：
Ｂ：一部有効である

Ｃ：有効でない

評 価 Ａ：適応している
Ｂ：一部適応していない

評 価

Ｃ：妥当でない

Ａ：妥当である
Ｂ：一部妥当でない

評 価

（３）経済性・効率性･･･費用対効果は妥当か

Ｃ：適応していない

Ｃ：代替の可能性高い

（５）市民満足度・・・対象市民の満足は得られているか

地域コミュニティの確保は、継続的自立活動の場が与えられ､自主的運営が確保
されるため費用対効果は高い。

理由：

理由：

理由：

理由：

理由：
自治会集会所の賃借料補助とは、自治会等の活動拠点の確保を図るための支援であり、地域コミュニティの基盤を作り､自
治活動を充実させる効果がある。このため、最終的にはすべての自治会が集会所を所持することを理想とされるが、現状の
達成率では不十分といえる。

Ａ：達成している　　　(α≧100%)

Ｂ：一部達成していない(100%>α≧80%)

Ｃ：達成していない   （80%>α)

   α＝①、②、③の平均値  ＝

×100=

説明：

説明：

Ｃ：満足できない

基本施策である「市民主体のまちづくり」を実現する要件となりうるため有効であ
る。

自治会加入率の向上を図ることにより、
自治会集会所の相対的価値を高める
必要がある。

成果向上の余地
≪評価バランスチャート≫ 達成度

必要性

経済性・効率性

事業の代替性

市民満足度

有効性

A

B

C

A

B

C

AA

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ


